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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第30期
第２四半期
連結累計期間

第31期
第２四半期
連結累計期間

第30期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 2,332,675 2,432,101 4,813,648

経常利益 (千円) 428,365 498,096 1,029,047

四半期(当期)純利益 (千円) 222,453 273,911 566,354

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 218,466 272,522 561,684

純資産額 (千円) 4,568,106 5,004,374 4,911,269

総資産額 (千円) 5,388,466 5,920,318 5,887,930

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 49.59 61.07 126.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.8 84.5 83.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 287,341 198,876 782,857

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △54,201 276,816 △4,663

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △125,140 △179,944 △125,718

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,732,953 3,573,177 3,277,429

　

回次
第30期
第２四半期
連結会計期間

第31期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 40.84 49.34

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第30期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(１)業績の状況

当第２四半期連結累計期間(６ヶ月)におけるわが国経済は、東日本大震災の復興に向け様々な対策が

練られるなか、欧米における財政金融不安から、連鎖的に円高・株安となり景気の悪化は避けられない状

況にあります。

学習塾業界におきましても、景気悪化や雇用情勢の不安から、聖域と言われた教育業界にあっても経営

環境は厳しさを増しております。

こうしたなか、当社グループにおきましては、雇用情勢を逆手に取った積極的な中途採用の継続と理科

実験授業・野外体験授業及び農業体験授業などの新たな教育サービスの提供等、様々な対策に取り組ん

でまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高24億32百万円(前年同期比99百万円増)となりました。

利益面につきましては、営業利益４億80百万円(前年同期比59百万円増)、経常利益４億98百万円(前年

同期比69百万円増)、四半期純利益２億73百万円(前年同期比51百万円増)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　

①教育事業

子会社である株式会社螢雪ゼミナールを含む当第２四半期連結累計期間の平均生徒数は8,164名(前年

同期比7.2％増)となりました。この結果、売上高は14億17百万円(前年同期比１億12百万円増)となり、セ

グメント利益（営業利益）は、２億51百万円(前年同期比25百万円増)となりました。

②スポーツ事業

一方、スポーツ事業につきましては、当第２四半期連結累計期間の平均生徒数は23,409名(前年同期比

0.7％増)となり、売上高８億48百万円(前年同期比22百万円減)、セグメント利益（営業利益）は、２億61

百万円(前年同期比34百万円増)となりました。

③飲食事業

添加物・保存料を使用しない弁当の宅配事業を展開しており、当第２四半期連結累計期間の売上高は

１億35百万円（前年同期比７百万円増）、セグメント損失（営業損失）は18百万円（前期同期はセグメ

ント損失17百万円）となりました。
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④その他

化粧品販売事業・金属加工事業・バスケット教室の運営・農業事業を行っており、当第２四半期連結

累計期間の売上高は33百万円（前年同期比５百万円増）、セグメント損失（営業損失）は13百万円（前

年同期はセグメント損失14百万円）となりました。

（２）財政状態の分析

(流動資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産合計は48億94百万円(前連結会計年度末比17百万円増)

となりました。

　これは主に、商品及び製品が22百万円増加したことによるものであります。　

(固定資産)　

当第２四半期連結会計期間末における固定資産合計は10億25百万円(前連結会計年度末比15百万円増)

となりました。

　これは主に、有形固定資産が24百万円増加したことによるものであります。　

(流動負債)　

当第２四半期連結会計期間末における流動負債合計は８億38百万円(前連結会計年度末比69百万円減)

となりました。

　これは主に、流動負債その他が47百万円減少したことと未払法人税等が53百万円減少したことによるも

のであります。　

(固定負債)

当第２四半期連結会計期間末における固定負債合計は77百万円(前連結会計年度末比８百万円増)とな

りました。　

これは主に、退職給付引当金が８百万円増加したことによるものであります。

(純資産)　

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は50億４百万円(前連結会計年度末比93百万円増)と

なりました。

　これは主に、利益剰余金が94百万円増加したことによるものであります。　

(３)キュッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、35億73百万円

（前年同期比８億40百万円増）となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は１億98百万円(前年同期比88百万円

減少)となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益が４億96百万円(前年同期比１億９百万円増加)あったことと

法人税等の支払額が２億75百万円（前年同期比１億36百万円の支出増加）になったことによるものであ

ります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は２億76百万円(前年同期は54百万円

の減少)となりました。

これは主に、有価証券（国債）の償還による収入が３億円（前年同期はなし）あったことによるもの

であります。

EDINET提出書類

株式会社クリップコーポレーション(E05011)

四半期報告書

 5/26



　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は１億79百万円(前年同期比54百万円

の支出増加)となりました。

これは主に、配当金の支払額による支出が１億79百万円(前年同期比44百万円の支出増加)あったこと

によるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,896,000

計 10,896,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,536,000 4,536,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ　　（ス
タンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 4,536,000 4,536,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 4,536,000 ― 212,700 ― 29,700

　

　

(6) 【大株主の状況】

　

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社平和堂 名古屋市千種区今池五丁目５－６ 1,000 22.05

井上憲氏 名古屋市中区 506 11.17

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A.
 
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)
 

328 7.24

山下隆弘 愛知県愛知郡長久手町 267 5.90

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 140 3.10

磯村紀美 名古屋市東区 136 3.00

井上信氏 名古屋市千種区 136 3.00

井上正憲 名古屋市千種区 135 2.99

竹田和平 名古屋市天白区 130 2.87

MELLON　BANK,　N.A.　TREATY
CLIENT OMNIBUS
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)　
 

125 2.76

計 ― 2,905 64.06
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　50,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式　　　

4,484,900
44,849 同上

単元未満株式 普通株式　　　600 ― 同上

発行済株式総数 4,536,000― ―

総株主の議決権 ― 44,849 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社クリップ
コーポレーション

愛知県名古屋市千種区内
山三丁目18-10

50,500 ― 50,500 1.11

計 ― 50,500 ― 50,500 1.11
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,029,937 4,325,685

受取手形及び売掛金 25,458 37,915

有価証券 599,870 299,950

商品及び製品 77,787 100,419

原材料及び貯蔵品 16,354 10,667

その他 127,956 120,072

貸倒引当金 － △22

流動資産合計 4,877,364 4,894,687

固定資産

有形固定資産 257,879 282,209

無形固定資産 26,036 25,846

投資その他の資産 726,649 717,575

固定資産合計 1,010,565 1,025,630

資産合計 5,887,930 5,920,318

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,225 39,080

短期借入金 250,000 250,000

未払法人税等 269,260 215,640

賞与引当金 81,844 95,409

その他 285,678 238,345

流動負債合計 908,009 838,475

固定負債

退職給付引当金 43,348 52,192

資産除去債務 14,699 15,704

その他 10,603 9,572

固定負債合計 68,651 77,469

負債合計 976,660 915,944
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 212,700 212,700

資本剰余金 29,700 29,700

利益剰余金 4,724,948 4,819,441

自己株式 △37,086 △37,086

株主資本合計 4,930,262 5,024,755

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △18,992 △20,381

その他の包括利益累計額合計 △18,992 △20,381

純資産合計 4,911,269 5,004,374

負債純資産合計 5,887,930 5,920,318
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 2,332,675 2,432,101

売上原価 1,328,684 1,381,739

売上総利益 1,003,991 1,050,361

販売費及び一般管理費 ※
 582,238

※
 569,600

営業利益 421,752 480,761

営業外収益

受取利息 5,240 4,604

受取配当金 1,142 3,929

保険解約返戻金 － 5,840

営業権譲渡益 － 2,348

その他 2,696 3,002

営業外収益合計 9,079 19,724

営業外費用

支払利息 2,065 1,980

その他 402 408

営業外費用合計 2,467 2,389

経常利益 428,365 498,096

特別利益

固定資産売却益 226 －

特別利益合計 226 －

特別損失

固定資産除却損 1,135 1,803

投資有価証券評価損 31,190 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,763 －

特別損失合計 42,089 1,803

税金等調整前四半期純利益 386,502 496,292

法人税等 164,048 222,381

少数株主損益調整前四半期純利益 222,453 273,911

四半期純利益 222,453 273,911
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 222,453 273,911

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,987 △1,388

その他の包括利益合計 △3,987 △1,388

四半期包括利益 218,466 272,522

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 218,466 272,522

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 386,502 496,292

減価償却費 15,478 15,889

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,805 13,564

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 22

受取利息及び受取配当金 △6,383 △8,534

支払利息 2,065 1,980

保険解約損益（△は益） － △5,840

営業権譲渡損益（△は益） － △2,348

投資有価証券評価損益（△は益） 31,190 －

有形固定資産売却損益（△は益） △226 －

固定資産除却損 1,135 1,803

売上債権の増減額（△は増加） △9,568 △12,456

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,618 △16,945

仕入債務の増減額（△は減少） 7,738 17,854

前受金の増減額（△は減少） △31,353 △33,625

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,558 △9,640

預り保証金の増減額（△は減少） 600 △496

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,361 8,843

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,763 －

その他 △4,325 1,718

小計 422,722 468,082

利息及び配当金の受取額 5,878 8,454

利息の支払額 △2,038 △2,059

法人税等の支払額 △139,220 △275,600

営業活動によるキャッシュ・フロー 287,341 198,876

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △79,900 △79,900

定期預金の払戻による収入 79,900 79,900

有価証券の償還による収入 － 300,000

有形固定資産の取得による支出 △9,605 △33,043

有形固定資産の売却による収入 1,000 －

無形固定資産の取得による支出 － △333

保険積立金の解約による収入 － 20,000

投資その他の資産の増減額（△は増加） △21,461 △14,849

貸付けによる支出 △26,500 △1,805

貸付金の回収による収入 2,366 4,500

営業権譲渡による収入 － 2,348

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,201 276,816
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,000 －

リース債務の返済による支出 △518 △526

自己株式の取得による支出 △54 －

配当金の支払額 △134,568 △179,418

財務活動によるキャッシュ・フロー △125,140 △179,944

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 107,999 295,748

現金及び現金同等物の期首残高 2,624,953 3,277,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,732,953

※
 3,573,177
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社クリップコーポレーション(E05011)

四半期報告書

18/26



　

【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

広告宣伝費 86,199千円 87,401千円

給与手当 96,204千円 96,428千円

賞与引当金繰入額 28,416千円 25,068千円

減価償却費 5,451千円 4,639千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

現金及び預金 3,485,461千円 4,325,685千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △752,507千円 △752,508千円

現金及び現金同等物 2,732,953千円 3,573,177千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 134 30平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 179 40平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント その他
(注)1
(千円)

合計
調整額
(注)2
(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　(千
円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に
対する売上高

1,305,013871,257128,2072,304,47828,1972,332,675─ 2,332,675

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

─ ─ ─ ─ 168 168 △168 ─

計 1,305,013871,257128,2072,304,47828,3652,332,843△168 2,332,675

セグメント利
益 又 は 損 失
（△)

226,020227,475△17,435436,061△14,308421,752─ 421,752

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品販売事業・金属加工事業・バ

スケット教室事業及び農業事業を含んでおります。

    2.調整額はセグメント間取引の消去であります。

　　3.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント その他
(注)1
(千円)

合計
調整額
(注)2
(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　(千
円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に
対する売上高

1,417,954848,999135,4412,402,39429,7062,432,101─ 2,432,101

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

─ ─ ─ ─ 3,719 3,719△3,719 ─

計 1,417,954848,999135,4412,402,39433,4252,435,820△3,7192,432,101

セグメント利
益 又 は 損 失
（△)

251,384261,579△18,383494,580△13,818480,761─ 480,761

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品販売事業・金属加工事業・バ

スケット教室事業及び農業事業を含んでおります。

    2.調整額はセグメント間取引の消去であります。

　　3.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 49円 59銭 61円 7銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 222,453 273,911

    普通株主に帰属しない金額(千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 222,453 273,911

    普通株式の期中平均株式数(千株) 4,485 4,485

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)

当社は、平成23年10月１日付で適格退職年金制度から退職一時金制度に移行するとともに、退職金規程の改定を

行いました。これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用

し、平成24年３月期第３四半期連結会計期間に特別利益として約37百万円を計上する見込みであります。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社クリップコーポレーション(E05011)

四半期報告書

25/26



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月７日

株式会社クリップコーポレーション

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　　塚　　　亨    　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原　　井　　武　　志    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社クリップコーポレーションの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期
連結会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１
日から平成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結
子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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